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本 年 度 前 年 度 比 較
伸 び 率
（ ％ ）

16,710,000 16,795,000 △ 85,000 △ 0.5

4,782,000 5,317,000 △ 535,000 △ 10.1

468,000 441,000 27,000 6.1

3,687,000 3,467,000 220,000 6.3

7,500 7,800 △ 300 △ 3.8

0 1,022,000 △ 1,022,000 －

8,944,500 10,254,800 △ 1,310,300 △ 12.8

2,164,892 1,579,846 585,046 37.0

1,447,457 0 1,447,457 －

29,266,849 28,629,646 637,203 2.2合 計

令 和  ２  年 度 予 算 総 括 表

（単位 千円）
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議案第１８号

　　　令和２年度下妻市一般会計予算

　令和２年度下妻市一般会計予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６，７１０，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」に

　よる。

　（継続費）

第２条　地方自治法２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、

　「第２表　継続費」による。

　（地方債）

第３条　地方自治法２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

　限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、

　５００,０００千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の

　金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(１)　各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係

　　　る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

　　　用。

　　　令和２年３月４日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下妻市長　　菊　池　　博

一般　－1－ 







款 項 事　　　　　業　　　　　名 総　　　額 年　　　度 年　割　額

令和２年度 2,456

令和３年度 3,157

計 5,613

第   ２   表   　　　継     続     費

（単位 千円）

６．農業費 １．農業費
農 業 振 興 地 域 整 備
計 画 策 定 業 務 委 託

5,613

－6－



（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

庁 舎 建 設 事 業 160,500 4.0％以内

農 業 農 村 整 備 事 業 29,500

安 全 施 設 対 策 事 業 2,000

農 業 水 路 等 長 寿 命 化 ・ 防 災 減 災 事 業 2,900

道 路 整 備 事 業 （ 南 部 環 状 線 ） 58,900

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 １ ０ １ 号 線 ） 43,500

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 １ ０ ６ 号 線 ） 10,800

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 １ １ ２ 号 線 ） 13,200

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 ２ ０ ５ 号 線 ） 9,000

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 ２ ６ ５ １ 号 線 ） 9,200

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 ５ ０ ８ ６ 号 線 ） 3,600

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 ８ ０ １ ２ 号 線 ） 6,100

橋 梁 整 備 事 業 48,600

江 連 都 市 下 水 路 整 備 事 業 18,400

地 方 再 生 整 備 事 業 81,700

第   ３   表      　　地   　　方  　　 債 

　
普通貸借

又　は
証券発行

政府その他の金
融機関の資金に
ついては、その
融資条件によ
る。ただし、財政
の都合により据
置期間及び償還
期限を短縮し、も
しくは繰上償還
又は低利に借り
換えることができ
る。

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

一般　－7－



（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

消 防 団 詰 所 整 備 事 業 22,800 4.0％以内

防 火 水 槽 建 設 事 業 5,500

防 災 行 政 無 線 デ ジ タ ル 化 事 業 290,000

図 書 館 設 備 改 修 事 業 61,700

旧 千 代 川 中 学 校 体 育 施 設 解 体 事 業 32,900

災 害 援 護 資 金 貸 付 事 業 2,600

臨 時 財 政 対 策 債 500,000

合 計 1,413,400

　
普通貸借

又　は
証券発行

政府その他の金
融機関の資金に
ついては、その
融資条件によ
る。ただし、財政
の都合により据
置期間及び償還
期限を短縮し、も
しくは繰上償還
又は低利に借り
換えることができ
る。

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

－8－















































































































































































































































































































ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 （単位　千円）

区 分
給 与

期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当

281
（　　　　　　　）

管 理 職 手 当 扶 養 手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

（　　　　　　　）

職 員 数 （ 人 ）

日 直 手 当

報 酬 給 料 職 員 手 当

給 料 1,428 0.14%

住 居 手 当時間外勤務手当

281
（　　　　　　　）

0
△ 8,639

共 済 費

1,052,324 575,635

1,057,073 579,525

△ 4,749 △ 3,890

合 計
備 考

（ 退 職 手 当 負 担 金 ）

区 分

職 員 手 当 の 内 訳 本 年 度

計

費

1,627,959

1,636,598

前 年 度

比 較

13,935

14,135

△ 200

240 32,682 63,090

625 34,728 70,824

△ 385 △ 2,046 △ 7,734

250,251

250,387

△ 136

185,282 16,202 24

6,000 △ 82 △ 120

12,465 1,464

179,282 16,284 144 11,604 1,512

861 △ 48

 管  理  職  員

特別勤務手当

328,929

330,670

△ 1,741

1,956,888

1,967,268

△ 10,380

151,081

151,723

△ 642

区 分 職 員 数 （ 人 ）
給 与 費

共 済 費 合 計
備 考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

本 年 度
（　 273 　）

483,453 61,131 544,584 99,877 644,461

前 年 度
（　　　　　）

比 較
（　　    　）

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 管 理 職 手 当
 管  理  職  員

扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 住 居 手 当 日 直 手 当
特別勤務手当

本 年 度 61,131

前 年 度

比 較

区 分

職 員 手 当

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

△ 4,749

57,241

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増化分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

12,405

△ 18,582

5,242

51,999

備 考説 明

1.24%

給料の改定率

平均昇給率

-308- 給与　-309-



ア.　職員1人当り給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

イ.　初　任　給

高 校 卒

大 学 卒

技能労務職（円）

147,900

国 の 制 度

150,600

182,200

一般行政職（円）

技能労務職

344,440

347,500

59.03

350,700

354,467

59.09

区 分

150,600

一 般 行 政 職 ( 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

147,900

182,200

平 均 給 料 月 額

（３）　給料及び職員手当の状況

平 均 給 与 月 額

区 分

2 年 １ 月 1 日 現 在

31 年 １ 月 1 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

一般行政職

311,570

330,438

42.02

308,658

331,662

42.03

－310－



 備考　構成比は、端数処理のため計が一致しない場合がある。

（級別の基準となる職務）

区 分 1級

一般行政職 部長
次長・

経験知識を
要する課長

課長･
経験知識を
要する補佐

補佐・主査・
経験知識を
要する係長

係長・主幹
経験知識を
要する主事

 主事

7級 6級 5級 4級 3級 2級

11.2

計

37.0

16

276

5.8

100.0

3.3

80.0

18.8

14.9

ウ.　級別職員数

区 分

6級

7級

級

就4級

就2級

就3級

20.0

計

就5級

100.0

9.0

3

1

就1級

計

2級

3級

9

9

102

41

31

7級

2級

3級

4級

31年１月1日 現在

5級

計

1級

6級

2年１月1日 現在

4級

5級

1級

職員数（人）

52

25

274

25

57

87

49

34

13

20.8

一般行政職 技能労務職

級

就1級

就2級

構成比（％）

9.1

31.8

100.0

就3級

17.9

3.3

4.7

12.4 就5級

就4級

5

4

3

構成比（％）

100.0

100.0

職員数（人）

給与費　－311－



　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 281 280 1

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 270 269 1

4号給 （人） 202 201 1

6号給 （人） 54 54

8号給 （人） 14 14

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 96.1 96.1 100.0

　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 281 278 3

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 272 269 3

4号給 （人） 206 203 3

6号給 （人） 53 53

8号給 （人） 13 13

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 96.8 96.8 100.0

エ.　昇給

区 分

前

年

度

本

年

度

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

号 給 数 別 内 訳

合 計

号 給 数 別 内 訳

－312－



本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

カ.　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

（月分）

支 給 率 等 24.587 調整額加算措置

国 の 制 度
（支給率等）

24.587 調整額加算措置

キ.　地　域　手　当

（％）

（人）

（％）

支 給 率 0

支 給 対 象 職 員 数 0

国の指定基準に 基づ く支 給率 0

33.271 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（3％～45％加算）

支 給 対 象 地 域 無

備　考
 （月分） （月分） （月分）

33.271 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

2.250 2.250 4.500 有

区 分
25年勤続
の 者

35 年 勤 続
の 者

最高限度
その他の加算措置等

2.250 2.250 4.500 有

2.225 2.225 4.450 有

オ．　期末手当・勤勉手当

区 分

支給期別支給率
支給率計
(月分）

職務上の段階、職務の
備　　　考

6月(月分） 12月(月分）
等級による加算措置

給与費　－313－



ク．  特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.01 0.01 0.00

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ．  そ の 他 の 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

　犬猫死体処理業務

国 の 制 度 と の 異 同

同

（％）

区 分
代 表 的 な 職 種

0.71 0.000.71支 給 対 象 職 員 の 比 率

差 異 の 内 容

同

同

全 職 種
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

－314－



.



国県支出金  地 方 債  その他

平成30年度 19,270 19,270 19,270 19,270 27.3

令和元年度 21,670 16,681 4,989 21,670 21,670 30.7

令和２年度 29,700 29,700 29,700 29,700 42.0

計 70,640 46,381 24,259 19,270 21,670 29,700 70,640 100.0

令和２年度 2,456 2,456 2,456 2,456 43.8

令和３年度 3,157 3,157 3,157 56.2

計 5,613 5,613 2,456 2,456 3,157 100.0

令和元年度 310,000 310,000 310,000 310,000 51.7

令和２年度 290,000 290,000 290,000 290,000 48.3

計 600,000 600,000 310,000 290,000 600,000 100.0

当該年度

支　出

予定額

事 業 名

防災行政無線デジタル化事業１．消防費

２．総務費 １．総務管理費

項

市庁舎等建設基本設計及び事業者
選定支援業務委託

６．農業費

９．消防費

（２）継続費についての前前年度末までの支出額、 前年度末までの支出額又は支出額

　　　　　の見込み及び当該年度以降の支出予定額並び に事業の進行状況等に関する調書
（単位　千円）

款

前前年度

末までの

支出済額

当該年度

末までの

支　出

予定額

翌年度

以　降

支　出

予定額

全 体

１．農業費 農業振興地域整備計画策定業務委託

左  の  財  源  内  訳

特   定   財   源
一般財源

継続費の

総額に

対する

進捗率(%)

計 画

年 度 年 割 額

前年度末

までの

支　出

見込額

－316－    継続費　 －317－



（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

平成5年度から 令和2年度から

令和元年度まで 令和11年度まで

平成5年度から 令和2年度から

令和元年度まで 令和8年度まで

平成5年度から 令和2年度から

令和元年度まで 令和8年度まで

平成18年度から 令和2年度から

令和元年度まで 令和5年度まで

平成29年度から 令和2年度から

令和元年度まで 令和3年度まで

平成30年度から 令和2年度から

令和元年度まで 令和9年度まで

平成30年度から

令和元年度まで

平成30年度から

令和元年度まで

令和2年度から

令和5年度まで

令和2年度から

令和5年度まで

令和2年度から

令和5年度まで

43,824令和元年度

40,000

12,459
観光交流センターさん歩の駅サン・ＳＵＮさぬま
指定管理料

30,000 17,541 12,459

10,867

固定資産税土地評価業務委託 18,900 10,584 6,380

ビアスパークしもつま指定管理料 50,000 10,000 40,000

令和元年度 6,380

議会録調製委託 6,821 2,282 2,178 2,178令和元年度 令和 2 年度

議会だより印刷製本 3,772 1,877 1,592 1,592令和元年度 令和 2 年度

千代川緑地公園維持管理委託 2,706 1,736 872 872令 和 2 年 度

敷地維持管理委託（千代川体育館及び千代川運
動場・砂沼球場・運動公園）

20,463 12,622 6,532 6,532令 和 2 年 度

ＬＥＤ防犯灯借上料 63,546 12,647 50,575 50,575

やすらぎの里公園用地借上料 102,546 76,259 26,287 26,287

136,657 84,140 52,517

国営霞ヶ浦用水事業土地改良区負担金 457,796 242,614 215,182

全　　額

52,517

霞ヶ浦用水国営付帯県営かんがい排水事業土地
改良区負担金

87,324 65,250 22,074 22,074

霞ヶ浦用水国営付帯団体営かんがい排水事業
土地改良区負担金

（３）債務負担行為で翌年度以降にわたるもの についての前年度末までの支出額

又は、支出額見込及び当該年度以降の 支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前年度末までの支出見込額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

令和 2 年度

令和元年度

215,182

一般財源

下妻市開発公社が金融機関に対する債務の損失
補償

下妻市開発公社
が金融機関より借
り入れる資金
2,000,000千円に
対して下妻市が元
金利子に対する損
失補償

令和２年度以降
損失補償限度額
の範囲内

43,824

幼稚園送迎バス業務委託 63,596 令和元年度 11,349 45,728 45,728

小学校送迎バス業務委託 61,610
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（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

令和2年度から

令和6年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

令和2年度から

令和4年度まで

14,720図書館ＬＥＤ照明借上料 13,171 13,171

事 項 限 度 額
前年度末までの支出見込額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

8,118

働く婦人の家敷地等管理委託 4,500 4,500

26,499 26,499

4,500

多賀谷城跡公園管理委託 8,118 8,118

26,499

砂沼庵日本庭園管理委託 2,772 2,772 2,772

観桜苑管理委託

小貝川ふれあい公園スポーツゾーン管理委託 9,108 9,108 9,108

小貝川ふれあい公園中流・下流コアゾーン管理
委託

20,790 20,790 20,790

小貝川ふれあい公園上流コアゾーン管理委託 7,062 7,062 7,062

砂沼広域公園遊歩道管理委託 13,167 13,167 13,167
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現在高並びに前年度末及び

１．　普　　　　　　通　　　　　　債 13,280,086,672 13,837,764,767 910,800,000 931,206,039 13,817,358,728

　（１）　総　　　　　　　　　務 600,279,356 504,497,068 160,500,000 96,094,568 568,902,500

　（２）　農　　　　　　　　　業 518,683,112 518,294,060 34,400,000 49,049,676 503,644,384

　（３）　土　　　　　　　　　木 5,294,586,688 5,394,839,599 303,000,000 396,085,650 5,301,753,949

　（４）　公 　 営　   住　  宅 28,533,356 20,419,633 5,974,975 14,444,658

　（５）　消　　　　　　　　　防 199,765,712 514,594,284 318,300,000 14,311,428 818,582,856

　（６）　教　　　　　　　　　育 6,638,238,448 6,885,120,123 94,600,000 369,689,742 6,610,030,381

２．　災   害   復   旧   事   業 153,400,000 132,462,500 20,237,500 112,225,000

３．　そ　　　　　　の　　　　　　他 8,347,638,267 8,182,895,464 502,600,000 681,429,926 8,004,065,538

　（１）　災害援護資金貸付事業債 29,024,109 24,024,149 2,600,000 3,698,649 22,925,500

　（２）　上 水 道 事 業 出 資 債 55,975,071 43,230,993 11,346,652 31,884,341

　（３）　減  税  補  て  ん  債 126,467,918 96,031,477 26,115,686 69,915,791

　（４）　臨 時  財 政 対 策 債 8,136,171,169 8,019,608,845 500,000,000 640,268,939 7,879,339,906

合 計 21,781,124,939 22,153,122,731 1,413,400,000 1,632,873,465 21,933,649,266

　　　　　　　（４）地方債の前前年度末における

　　　　　　　　　当該年度末における現在高の 見込みに関する調書

（単位　円）

区 分
前 前 年 度 末 前 年 度 末

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額現 在 高 現 在 高 見 込 額
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